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大 会 次 第 
 

 

            と き 平成２７年１１月１０日（火） 

                 午後１時００分開会 

            ところ ホテル東京ガーデンパレス２階 

                 「高千穂」 

 

１ 開会のことば 

２ 会長あいさつ 

３ 宣 言 

４ 来 賓 祝 辞 

５ 議長団選出 

６ 議   事 

  要      望 

   決      議 

  特 別 決 議 

    実 行 運 動 方 法 

７ ガンバローコール 

８ 閉会のことば 
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宣     言 

 

我が国の離島市町村は、これまで離島地域、奄美群島・小

笠原諸島並びに沖縄地域のそれぞれの振興計画に基づき、各

種施策を強力に展開してきた。 

しかしながら、厳しい自然的、社会的条件の下、医療や福

祉、教育等のあらゆる面において本土との間に大きな格差が

生じている。 

さらに、多くの離島市町村においては、人口減少や高齢化

に歯止めがかからず、過疎化が進行するとともに、基幹産業

である農林水産業は停滞するなど、離島をめぐる現状は依然

として厳しい状況にある。 

一方、我が国の領域、排他的経済水域等の保全、海洋資源

の開発利用、自然環境の保全等の面で離島市町村の果たす国

家的役割は近年ますます重要になってきている。 
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我々離島市町村は、このような現状と重要性を踏まえ、離

島の自立的発展を促進し、離島住民の生活の安定と福祉の向

上を積極的に図る必要がある。 

よって、政府・国会は、離島をとりまく特殊事情を直視し、

それぞれの離島の特性に応じた離島振興の諸施策を柔軟に、

かつ強力に展開すべきである。 

我々離島市町村議会人もまた、個性豊かで活力ある島づく

りの実現をめざし、決意を新たにさらに精進することをここ

に誓う。 

以上、宣言する。 

平成２７年１１月１０日 

第３４回離島振興市町村議会議長全国大会 
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決     議 
 

 

一 離島振興の促進を期する 

一 新たな離島振興への対応を期する 

一 離島市町村財政の強化を期する 

一 離島振興関係事業の促進を期する 

一 離島の産業対策の推進を期する 

一 離島の交通対策の強化を期する 

一 離島の通信対策の強化を期する 

一 離島の医療対策の強化を期する 

一 離島の子育て・高齢者対策の充実を期する 

一 離島の教育・文化の振興を期する 

一 離島の環境対策の推進を期する 

一 離島のエネルギー対策の推進を期する 

一 離島の防災対策の強化を期する 

一 東日本大震災からの復興を期する 

以上、決議する。 

平成２７年１１月１０日 

第３４回離島振興市町村議会議長全国大会 
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特 別 決 議 
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離島航路・航空路支援法（仮称）の早期制定を 

求める特別決議 
 

 

離島住民にとって、離島で仕事をし、生活を営む上で離島

航路・航空路の維持、存続は必要不可欠であるが、離島航路・

航空路を担う民間交通事業者の多くは採算が取れず、運賃の

高騰、航路等の廃止・休止を余儀なくされている。 

この現状を打開するには、地方自治体又は民間交通事業者

が行う船舶・航空機・ヘリコプターの整備等に対し手厚い支

援措置を行う必要がある。 

しかしながら、離島市町村及び関係都道県の多くは大変厳

しい財政状況下にあることから、離島航路・航空路を安定的

に維持・存続するために必要な支援を行うため、「離島航路・

航空路支援法（仮称）」の早期制定を強く要望する。 

以上、特別決議する。 

平成２７年１１月１０日 

第３４回離島振興市町村議会議長全国大会 
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国境離島の保全・維持に関する特別措置法 （仮称） 

  の 早期制定を求める特別決議 

 

我が国の国土の外堀を守っている多くの国境及び外海離

島においては、住民と共に離島振興施策を進めているが、国

防、海洋資源の管理、観光基盤の確立、人口定住対策など地

元市町村だけでは解決できない課題が山積している。 

特に、近年、我が国周辺海域において、近隣諸外国の海洋

安全保障や海洋権益をめぐる主張や活動が活発化しており、

さらに、我が国の領海及び排他的経済水域内での外国船によ

る違法操業等が相次ぐなど、緊迫の度を増してきている。 

このため、我が国の領域、排他的経済水域等の保全等我が

国の安全並びに海洋資源の確保及び利用を図る観点から、特

に重要な役割を担っている離島の保全及び振興に関する特

別措置等を定める新たな特別措置法を早期に制定するとと

もに、必要な予算枠確保などの措置を講じるよう強く要望す

る。 

以上、特別決議する。 

平成２７年１１月１０日 

第３４回離島振興市町村議会議長全国大会 
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第１ 離島振興の促進 

 

１ 離島振興の促進 

「離島振興法」に基づく、「離島振興基本方針」及び「離 
島振興計画」に則り、離島の自立的発展を促進し、島民 
の生活の安定及び福祉の向上を図るとともに、人口の著 
しい減少の防止と定住の促進を図るための施策等を積極 
的に推進すること。 

 
２ 奄美群島の振興の推進 

奄美群島にあっては、「奄美群島振興開発特別措置法」 
に基づき、群島の自立的で持続可能な発展に向けた諸施策 
を積極的に推進するとともに、奄美群島振興交付金を充実 
確保すること。 

 
３ 小笠原諸島の振興の推進 

小笠原諸島にあっては、「小笠原諸島振興開発特別措置 

法」に基づき、島の実情に即した交通・観光・産業基盤及 

び生活環境施設の整備、定住環境の改善等、自立的発展に 

向けた諸施策を積極的に推進するとともに、所要額を確保 

すること。 
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４ 沖縄地域の振興の促進 

沖縄にあっては、「沖縄振興特別措置法」に基づく「沖 
縄振興計画」に則り、道路、空港、港湾及び漁港等産業基 
盤の整備を促進するとともに、定住条件の整備、地域特性 
に応じた産業振興に取り組み、持続可能な離島地域社会を 
形成するための諸施策を積極的に推進すること。 

 
５ 海洋基本法に基づく離島の保全・管理 

「海洋基本法」に基づく「海洋基本計画」に則り、離島

の保全・管理に関する諸施策を積極的に推進すること。 
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第２ 新たな離島振興への対応 

 
１ 離島振興関係事業予算の確保 

「離島振興法」第１条の２に規定された国の責務に則り、 
「離島振興基本方針」及び「離島振興計画」に基づく予算 
額を確保すること。 

 
２ 離島活性化交付金の拡充強化 

  「離島振興法」第７条の２及び第７条の３に規定され 

た「離島活性化交付金」について、個々の離島の実情に 

即した「離島活性化交付金等事業計画」を十分尊重し、 

交付金の拡充強化を図ること。 

  離島における重要な定住要件である小中学校等教育 

機関を維持・活用するため、「離島留学」促進のための 

支援メニューを「定住促進事業」の中に追加すること。 

また、離島と他地域の交流を促進するため、「体験・ 

交流施設整備」及び「航路・航空路の運賃低減」のため 

の支援メニューを「交流促進事業」の中に追加し、対象 

事業の拡大を図ること。 

  「離島戦略産品の海上輸送費支援」などの事業の実 

施にあたっては、長期にわたる取組みが必要なため、効

果が持続的に発揮されるよう、原則として３年以内とさ

れている事業期間の延長を含め、弾力的運用を図ること。 
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３ 離島特別区域制度の整備 

離島の活性化と定住促進のため、「離島振興法」第１８ 
条の２に規定された「離島特別区域制度」の詳細設計を定 
めた新たな法制度を早急に検討すること。 

 
４ 離島航路・航空路支援法（仮称）の早期制定 

離島航路・航空路は、離島住民の生活にとって生命線で 
あり、その安定的な維持が定住の促進に欠かせないことか 
ら、「離島航路･航空路支援法（仮称）」を早期に制定す 

ること。 
 
５ 特に重要な役割を担う離島の保全及び振興 

我が国の領域、排他的経済水域等の保全等我が国の安全 

並びに海洋資源の確保及び利用を図る観点から、特に重要 

な役割を担っている離島の保全及び振興に関する特別の 

措置について、新たな特別措置法を早期に制定するととも 

に、必要な予算枠確保などの措置を講じること。 

 

６ 地方創生の推進 

   地方創生関連施策の推進にあたっては、離島の特性や

実情に配慮すること。 
   人口減少の克服と地方創生のため、離島市町村が自主

性・独自性を発揮し、様々な施策を着実に進めることが



- 15 - 
 

できるよう、「まち・ひと・しごと創生事業費」（１兆円）

の拡充を図ること。 
  地方創生の取組を深化させるための新型交付金につ 

いては、新たな発想や創意工夫を活かした事業に柔軟か 
つ積極的に取り組んでいけるよう、既存の補助制度では 
対応が難しい複合的な事業や、多様な主体による協働あ 
るいは自治体間の連携による事業などにも幅広く活用 
できるよう、各省縦割りの補助金ではなく、自由度の 
高い包括的なものとすること。 

   新型交付金に係る地方の財政負担については、離島市 

町村が着実に執行することができるよう、「まち・ひと・ 

しごと創生事業費」（１兆円）とは別に、地方財政措置 

を確実に講じること。 
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第３ 離島市町村財政の強化 

 
１ 地方交付税の確保 

  地方交付税の財源保障機能及び財政調整機能に則り、

地方財政計画に離島市町村の財政需要を適切に反映さ

せ、地方交付税の総額を確保すること。 
  離島市町村に対する地方交付税の傾斜配分を拡充強

化するとともに、段階補正については、離島の特殊事情

を踏まえ、さらに拡充すること。 
  地方交付税の算定にあたっては、現在湖沼を取り巻く

自治体面積に、湖沼面積が含まれて算定されていること

から、離島市町村の自治体面積にも海域面積を加えるこ

と。 
  離島の航路・航空路維持対策及び高料金水道運営対策

等離島の特殊事情による財政需要に対し、特別交付税の

拡充強化を図ること。 
 
２ 過疎対策の推進 

「離島振興法」第８条の趣旨に基づき、過疎対策事業債 
及び辺地対策事業債の所要額を確保すること。 
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第４ 離島振興関係事業の促進 

 
１ 道路等の整備 

  「社会資本整備重点計画」に基づき、離島の振興・活

性化の基盤としての道路整備事業を積極的に促進する

とともに、主要地方道を国道に昇格すること。 
  離島の隔絶性の解消と生活圏の広域化を図るため、離

島と本土並びに離島相互間の架橋建設事業を積極的に

推進すること。 
 
２ 港湾の整備 

「社会資本整備重点計画」に基づき、離島における資源

の安定供給、地域の産業振興、海上交通の安全性の向上等

の見地から港湾の整備及び港湾の環境整備を一層強化す

ること。 
 
３ 生活用水等の確保 

  「離島振興法」第１４条の３に基づき、住宅及び水の

確保、汚水及び廃棄物の処理その他の快適な生活環境の

確保を図るための施策の充実を図り、積極的に推進する

こと。 
  離島における生活用水の水量不足と水質悪化を改善

するため、海底送水事業、海水淡水化事業、ダム建設事
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業等を積極的に推進すること。 
 

４ 社会資本の老朽化対策 

  防災・減災に資する国土強靭化に向け、離島の港湾施設 
や防災拠点施設、地域活動の基盤となる施設等社会資本の 
老朽化対策を総合的に推進するとともに、万全な財政措置 
を講じること。 

 
５ 空き家対策の推進 

  離島における空き家対策を適切かつ円滑に実施できる

よう、離島市町村の空き家対策に要する費用、特に行政代

執行の費用等に対し、必要な財政上の措置を講じること。 
  また、離島への定住促進を図るため、空き家等の利活用

を促進するための支援制度を拡充すること。 
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第５ 離島の産業対策の推進 

 
１ 流通コストの低減措置の強化 

  石油製品価格差の効率的な解消を図るため、離島にか 
 かる石油製品価格プール制の導入、海上輸送を含めた製 

品搬送･配送の共同化等流通合理化などの支援を実施す 
ること。 

  ガソリンの本土との価格差は離島社会の存亡に関わ 
る重大事であることから、「離島ガソリン流通コスト支 
援事業」を引き続き実施すること。 

 
２ 漁業振興対策の推進 

  離島の「水産基盤整備事業」に基づく漁港整備事業、

漁港漁村整備事業、沿岸漁場整備開発事業、各種漁礁設

置事業、藻場造成事業を積極的に推進すること。 
  離島における水産業の多面的機能の維持増進を図る

ため、｢離島漁業再生支援交付金｣を拡充強化すること。 
  離島における漁業の円滑な操業を図るため、離島の実

情を十分勘案し、離島周辺地域における｢大中施網・底

引き網操業禁止区域｣を拡大すること。 
  離島における漁業を存続させ水産食料の安定供給を

図るため、漁業用燃油価格が高騰する場合に備えて影響

を軽減する補填措置、金融税制対策、省エネルギー型漁
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業の普及など必要な対策を講じること。 
特に、漁業用燃油価格の高騰対策については、現行の

「漁業経営セーフティネット構築事業」における特別対   
策を引き続き実施するとともに、迅速かつ機動的な運用 
を図ること。 

   竹島周辺漁業における安全操業の確保及び尖閣諸島 
海域の監視・警備体制の強化による漁業者の自由かつ安 
全な操業・航行の確保が図られるよう、適切な措置を講 
じること。 

 
３ 農林業振興対策の推進 

  離島における農林業の振興のため、農林道の整備、農

村環境整備、農業集落排水事業等の促進を図ること。 
  森林の持つ保水力、国土保全及び離島における災害防

止並びに水資源の確保の観点から造林事業を積極的に

推進すること。 
 
４ 離島振興特別事業の推進 

離島の産業再生を強力に促進するため、産地加工、個人 
客のための体験滞在型観光、産業再生に向けた基盤･組織 
づくり等を積極的に推進すること。 
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５ 都市と農山漁村の共生・対流 

「離島振興法」第１７条に基づき、離島の優れた資源を 
活用した地場産業を育成するとともに、都市と農山漁村の 
共生･対流を積極的に推進すること。 
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第６ 離島の交通対策の強化 

 
１ 燃油価格の是正対策の強化 

島内における自動車、バス等に係る燃油価格を本土並み 
とするため、税制改正等の措置を講じること。 

 
２ 離島航路の維持対策の強化 

  「離島振興法」第１２条に基づく、人の往来及び物資

の流通に要する費用の低廉化に資する施策を積極的に

実施し、離島航路の旅客運賃及び貨物料金･自動車航送

料金を、ＪＲの運賃･料金並みに引き下げること。 
  離島航路を維持するため、離島航路就航船舶の建造等

をした場合の国庫補助制度の拡充強化及び特別な地方

債制度の創設を行うこと。 
  離島航路に就航する船舶の建造を促進するため、鉄道

建設･運輸施設整備支援機構の融資金利の低減を図るこ

と。 
  離島航路の近代化を図るため、就航船舶の大型化、高

速化に努めること。また、バリアフリー化を促進するた

め財政措置を充実すること。 
 
３ 離島航空路の維持対策の強化 

  特定離島航空路線は公共性が極めて高く、離島住民に
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とって必要不可欠であることから、現行路線を存続する

とともに財政措置を充実すること。 
  離島航空路を維持するため、離島航空路就航航空機等

の購入等をした場合の国庫補助制度の拡充強化及び特

別な地方債制度の創設を行うこと。 
  悪天候における欠航の防止と安全運航確立を図るた

め、各種航行･進入援助施設の整備を図ること。 
  離島住民の生活の安定と地域振興を図るため、小型飛

行場の建設･地域航空交通（コミューター）システムの

推進を図るとともに、高速交通化に対応したジェット機

の就航可能な空港についても積極的に整備を図ること。 
 
４  離島バス路線の維持対策の強化 

離島バス事業は、公共性が極めて高いが、厳しい経営 
状況となっていることから、路線の維持対策を強化する 
とともに、ノンステップバスやハイブリッド･電気バスな 
ど車両導入への補助率上乗せ等、離島の実情に即した対 
策を講じること。 
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第７ 離島の通信対策の強化 

 
１ 通信網の整備 

「離島振興法」第１３条に基づき、離島における情報通 
信技術の利用の機会の他地域との格差の是正を図るため、 
高度情報通信ネットワークの充実を早急に図るとともに、 
離島全域での携帯電話等の移動通信サービスの早期実現 
と、サービスエリアの拡大を図ること。 

 
２ 郵政サービスの確保 

離島における郵政サービスが果たす役割を十分踏まえ、 
郵便事業のサービスの低下をきたすことのないよう必要 
な措置を講じること。 
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第８ 離島の医療対策の強化 

 
１ 保健医療の改善 

  離島の保健医療の改善を図るため、へき地における医

療施設の整備、医療従事者の確保、情報通信の活用等に

より総合的なへき地保健医療対策を一層推進すること。  
 特に、総合医の養成･確保の対策を早急に講じること。 

  「へき地医療支援機構」の強化及び当該事業に係る財

政措置を充実すること。 
  離島の地域特性にかんがみ、保健、予防活動並びに医

師の診断、治療等を支援するため、画像電送等による医

療情報システムを積極的に導入すること。 
 
２ 医療機関の運営対策の強化 

  離島公的医療機関の経営健全化対策を強化するため、

施設整備及び運営に対する財政措置を充実すること。 
  離島民間医療機関については、離島の特殊事情を考慮

し、機械器具等初年度開設費を含む経営に係る融資・税

対策等について特別優遇措置を講じること。 
  消費税率１０％への引上げにあたっては、病院事業の

負担が増大することから、十分な支援措置を講じること。 
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３ 救急医療対策の強化 

「離島振興法」第１０条第１項第５号に基づき、離島に 
おける救急患者の輸送に迅速に対応するため、患者輸送車 
（艇）、ドクターヘリ等緊急輸送体制の整備を積極的に進 
めること。 

 
４ 専門医療対策の強化 

歯科、眼科、耳鼻科、産婦人科、小児科等の専門医の定 
期的な派遣と巡回診療の強化並びに予防医療強化のため、 
保健師の増員対策等の措置を積極的に講じること。 
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第９ 離島の子育て・高齢者対策の充実 

 
１ 子育て支援の充実 

  離島における若年層の定住化を図るため、離島のニー

ズに合った保育所が設置できるよう、さらに基準を緩和

すること。 
  離島における子育ての負担軽減のため、保育所、放課

後児童クラブ、子育て支援センター等の運営に係る財政

措置を充実すること。 
 
２ 高齢者福祉と介護サービスの確保 

「離島振興法」第１０条の２及び第１１条に基づき、離 
島の高齢者福祉の増進と介護サービスの確保、充実を図る 
ための施策を積極的に推進すること。 

 
３ 介護サービス基盤の整備 

  離島における介護保険制度を円滑に実施するため、介

護基盤整備に係る財政措置を充実すること。 
  離島における介護サービスが適切に提供できるよう、

サービス提供事業者が進出しやすいような新たな支援

策を講じるとともに、訪問介護員、介護支援専門員等、

人材の育成・確保を図ること。 
  認定調査員、介護支援専門員、認定審査会委員、地域
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生活支援コーディネーター等の研修を充実すること。 
 

４ 介護保険制度の改善 

良質な介護サービスの安定的な供給が図られるよう介 
護報酬単価は、離島の特性に十分配慮し、一層の嵩上げ措 
置を講じること。 
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第１０ 離島の教育・文化の振興 

 
１ 学校教育の充実 

  「離島振興法」第１５条に基づき、離島における学校

教育水準の向上を図るため、必要な施設･設備に対する

財政措置を充実すること。 
  離島における教育費の負担軽減のため、学校統合に伴

う遠距離通学及び寄宿舎管理運営に係る財政措置を充

実すること。 
 
２ 伝統的文化の振興 

「離島振興法」第１６条に基づき、離島における伝統的 
文化の保存・振興及び担い手の育成を図るための施策を積 
極的に支援すること。 
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第１１ 離島の環境対策の推進 

 
  環境への負荷の低減を図る観点から、電気自動車の利

用促進のための基盤整備及び導入の支援を積極的に行

うこと。 
  離島における環境衛生施設の整備を促進するため、し

尿・廃棄物処理施設等各施設の整備事業に対する財政措

置を充実するとともに、焼却灰を含む廃棄物島外搬送費

についての特別措置を講じること。 
また、ダイオキシン類排出削減対策についても、財政

措置を充実すること。 
  「特定家庭用機器再商品化法」（家電リサイクル法）

等による「指定引取場所」を離島に設置するとともに、

本土に比べ大幅に高額となる収集運搬費用等に対する

財政措置を充実すること。 
また、「使用済自動車の再資源化等に関する法律」（自

動車リサイクル法）と同様、リサイクル料金の前払い制

度を導入すること。 
  自動車リサイクル法が円滑に実施されるよう、拡大生

産者責任を徹底し、離島地域等において、輸送による地

域間格差が生じないよう財政措置を充実すること。 
  使用済小型電子機器等の再資源化は極めて重要であ

り、リサイクルの推進にあたっては、分別収集の事務を
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担う離島市町村の財政負担とならないよう万全の措置

を講じること。 
  海岸漂着物対策を推進するための財政上の措置その

他総合的な支援の措置を実施するため必要な法制の整

備を早急に図ること。 

また、海岸漂着物地域対策推進事業については、今後   

も継続するとともに、地方の財政負担が生じないよう万 

全の措置を講じること。 

  座礁船の船体撤去については、無保険等により地方公

共団体がやむを得ずその費用を負担する場合があるた

め、全て国の責任において必要な措置を講じること。 
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第１２ 離島のエネルギー対策の推進 

 
１ 再生可能エネルギー対策の促進 

「離島振興法」第１７条の３第１項に基づき、エネルギ

ーの安定的･適切な供給の確保を図る観点から、離島の有

する自然的･地理的条件を活かした風力発電等の再生可能

エネルギーの確保のための支援を積極的に行うこと。 
また、ＣＯ２排出抑制に資する「離島の低炭素地域づく

り推進事業」を拡充強化すること。 
 
２ 石油製品の価格の低廉化対策等の推進 

「離島振興法」第１７条の３第２項に基づき、離島にお

けるガソリン、軽油、重油、灯油、プロパンガス等石油製

品の高価格実態を打開するため、輸送に係る補助制度等を

創設し、販売価格を本土並みに引き下げる対策を講じるこ

と。 
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第１３ 離島の防災対策の強化 

 
１ 消防体制の強化 

離島の地理的条件を十分に考慮して、消防施設等整備事 
業に対する財政措置を充実すること。 

 
２ 監視及び観測体制の強化 

  活動火山有人島については、「活動火山対策特別措置

法」（昭和４８年法律第６１号）に基づき、常時精密火

山観測体制を実現し、地震･津波･火山噴火予知及び観測

体制等防災対策並びに情報システムを強化すること。 
  離島における地震･津波･火山噴火等災害時の緊急島

外避難、防災情報ネットワークシステムの整備を含む総

合対策を確立すること。 
 
３ 大規模災害対策の確立 

  大規模災害発生時の救命救助、物資搬送等のための緊

急通信・輸送体制を確立すること。 
  大規模災害時に生じる膨大な災害廃棄物について、広

域的な処理体制を確立すること。 
  大規模災害発生時の避難者のための応急仮設住宅用

の土地を事前に確保すること。 
  役場機能が滅失した場合に備え、広域的なバックアッ

プ体制を確立すること。 
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第１４ 東日本大震災からの復興 

 
  平成２８年度以降においても、財政基盤の脆弱な被災

自治体が、復旧・復興の加速化に向けて、必要な事業を

遅滞なく着実かつ円滑に推進できるよう、国は、被災自

治体の意見を踏まえ特例的な財政支援を継続し、復旧・

復興が完了するまでの間、万全な財政措置を講じること。 

  地震、津波等により生活基盤を失い、未だ厳しい環境

で生活再建に取り組んでいる被災者に対し、保健・医

療・福祉、教育など生活全般について、きめ細かい支援

策を充実・強化すること。 
  農林水産業の復旧・復興が一日も早く実現できるよう、

「農業・農村の復興マスタープラン」及び「水産復興マ

スタープラン」に基づく施策を着実に実施すること。 


